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②第 2期海洋基本計画 

 Q4（第 2 期海洋基本計画）についての結果を、図 Q4-2、表 Q4-2 に示す。 

第 2 期海洋基本計画について、「概要版も本文とも、しっかり読んだ」が 34 件（18.6％）、

「概要版も本文とも、目をとおした」が 82 件（44.8％）、「概要版は見たが、本文は読んで

いない」が 42 件（23.0％）、「概要版も本文も、ほとんど読んでいない」が 21 件（11.5％）、

無回答が 4 件（2.2％）であった。 

第 2 期海洋基本計画について、「しっかり読んだ」と「目をとおした」をあわせると 116 件

で、全体の 63.4％が内容に目をとおしているという結果となった。同結果を第 1 期海洋基本

計画の結果（55.2％）と比較すると、8.2％の差ではあるが、第 2 期海洋基本計画の方が内容

に目をとおした回答者が多いという結果となった。 

所属別にみると、国会議員は 4 名全員が「しっかり読んだ」または「目をとおした」と回答

しており、回答者の 100％が内容を確認している結果となった。Q1 および Q3 同様、内容を

確認した割合が最も低いのは地方自治体職員であり、「しっかり読んだ」と「目をとおした」

をあわせて 5 名（23.8％）だった。 

一方、「しっかり読んだ」と「目をとおした」をあわせると、大学等教職員で 32 名（74.4％）、

研究機関役職員で 24 名（77.4％）、団体役職員で 23 名（56.1％）、民間企業役職員で 28 名

（65.1％）となっており、5 割から 8 割弱という結果となった。同結果を第 1 期海洋基本計

画の内容確認度合いと比較すると、大学等教職員で数パーセント低くなったが、それ以外は

高くなっており、特に民間企業役職員は 18.5％と最も高い上昇が確認された。 

確認度合い（「しっかり読んだ」と「目をとおした」の合計）を年齢別にみると、20 代は 1

件（20.0％）と低いが、30 代から 70 代はいずれも 60％台であった。 

専門別にみると、人文社会科学系の確認度合いが 21 件（67.7％）、理工学系の確認度合いが

90 件（64.3％）であり、同程度であった。 

経験年数別にみると、5 年未満が 11 件（34.4％）、5 年以上 10 年未満が 11 件（78.5％）、10

年以上 20 年未満が 12 件（80.0％）、20 年以上 30 年未満が 23 件（71.9％）、30 年以上 40 年

未満が 33 件（63.5％）、40 年以上が 23 件（67.7％）であった。 

この結果、内容の確認度合いと経験年数との間に明確な傾向は確認されなかった。第 1 期の

結果と比較すると、5 年未満の回答者の確認度合いが 12.5％から 34.4％へと 3 倍程度に上昇

したことが確認された。 

第 2 期については 2013 年に策定されており、今回策定された第 3 期計画との関連性もある

ことから 2008 年に策定された第 1 期と比べて確認度合いが高い結果は当然と思われる。今

後、第 4 期、第 5 期と続いていく中で、一覧表のような形で変遷を整理し、過去の基本計画

との対比を行い内容の理解をするよう努める等の工夫を計画の中に盛り込むことも考えら

れる。 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

１．概要版も本文とも、しっかり読んだ。 34 2 1 16 9 2 4 0 1 7 10 11 5 0 9 25 0 3 1 4 6 12 7 1

２．概要版も本文とも、目をとおした。 82 2 4 16 15 21 24 1 2 12 27 34 6 0 12 65 5 8 10 8 17 21 16 2

３．概要版は見たが、本文は読んでいない。 42 0 5 8 7 14 8 1 0 4 12 19 5 1 5 35 2 9 1 3 4 15 9 1

４．概要版も本文も、ほとんど読んでいない。 21 0 10 1 0 4 6 2 3 5 5 6 0 0 5 12 4 11 2 0 3 3 2 0

ND 4 0 1 2 0 0 1 1 0 0 0 3 0 0 0 3 1 1 0 0 2 1 0 0

total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

図 Q4-2 第 2 期海洋基本計画を読んだか否かとその程度（全体・所属別） 

表 Q4-2 第 2 期海洋基本計画を読んだか否かとその程度 

 

n=4                 n=21               n=43 

n=31               n=41               n=43 

n=183 

  全体      A.国会議員   B.地方自治体職員  C.大学等教職員 
 

D.研究機関役職員   E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（5）第 3 期海洋基本計画を読んだか否かとその程度 

 

 

 Q5 についての結果を、図 Q5、表 Q5 に示す。 

第 3 期海洋基本計画について、「概要版も本文とも、しっかり読んだ」が 36 件（19.7％）、

「概要版も本文とも、目をとおした」が 90 件（49.2％）、「概要版は見たが、本文は読んで

いない」が 40 件（21.9％）、「概要版も本文も、ほとんど読んでいない」が 17 件（9.3％）で

あった（無回答はゼロ）。 

第 3 期海洋基本計画について、「しっかり読んだ」と「目をとおした」をあわせると 126 件、

全体の 68.9％が内容に目をとおしているという結果となった。同結果を第 1 期海洋基本計

画の結果（55.2％）、および第 2 期海洋基本計画の結果（63.4％）と比較すると、第 3 期海洋

基本計画が最も高くなっており、第 1 期、第 2 期、第 3 期と新しくなるほど、海洋基本計画

の内容に目をとおした回答者が多くなるという結果となった。 

所属別にみると、国会議員は 4 名全員が「概要版も本文とも、しっかり読んだ」または「概

要版も本文とも、目をとおした」と回答しており、回答者の 100％が内容を確認している結

果となった。Q1 および Q3 同様、内容を確認した割合が最も低いのは地方自治体職員であ

り、「しっかり読んだ」と「目をとおした」をあわせた確認度合いが 9 件（42.9％）だった。 

一方、「しっかり読んだ」と「目をとおした」をあわせると、大学等教職員で 34 件（79.1％）、

研究機関役職員で 25 件（80.6％）、団体役職員で 23 件（56.1％）、民間企業役職員で 31 件

（72.1％）となっており、5 割から 8 割程度という結果となった。 

年齢別にみると、20 代の確認度合いが最も低く 20.0％であった。 

専門別にみると、人文社会科学系の確認度合いが 25 件（80.6％）、理工学系が 98 件（70.0％）

となっており、1 割の差が確認された。 

経験年数別にみると、5 年未満が最も低く 18 件（56.3％）であるが、経験年数の増加と確認

度合いとの間に明確な傾向はみられなかった。 

「概要版は見たが、本文は読んでいない」とした、回答も多かったことから、概要版の充実

化を図ること、また、概要版から本文への連携を示すような表示等があり本文を読むような

誘導的な方策を講じることが考えられる。 

 

 

 

 

  

Q5 第 3 期海洋基本計画は、お読みになりましたか？ 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

１．概要版も本文とも、しっかり読んだ。 36 2 1 13 8 3 9 0 1 5 9 16 5 0 9 26 1 3 2 4 4 13 9 1

２．概要版も本文とも、目をとおした。 90 2 8 21 17 20 22 1 3 13 33 36 3 1 16 72 2 15 8 10 18 26 11 2

３．概要版は見たが、本文は読んでいない。 40 0 6 5 5 15 9 1 0 6 11 16 6 0 4 31 5 8 3 0 8 12 8 1

４．概要版も本文も、ほとんど読んでいない。 17 0 6 4 1 3 3 3 2 4 1 5 2 0 2 11 4 6 1 1 2 1 6 0

ND 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

図 Q5 第 3 期海洋基本計画を読んだか否かとその程度（全体・所属別） 

表 Q5 第 3 期海洋基本計画を読んだか否かとその程度 

n=4               n=21              n=43 

n=31              n=41               n=43 

n=183 

  全体      A.国会議員   B.地方自治体職員  C.大学等教職員 
 

D.研究機関役職員    E.団体役職員  F.⺠間企業役職員 
 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（6）第 3 期海洋基本計画の全体構成の大幅な変更の認知度 

 

 

 

 Q6 についての結果を、図 Q6、表 Q6 に示す。 

第 3 期海洋基本計画の全体構成の大幅な変更について、「これまでの海洋基本計画と比べ大

きく変更されたことを、よく知っている」が 69 件（37.7％）、「大きく変更されたことを、

少しは知っている」が 54 件（29.5％）、「大きく変更されたと聞いてはいるが、詳しくは知

らなかった」が 43 件（23.5％）、「これまでの海洋基本計画を見ていないので、大きく変更

されたことを知らなかった」が 17 件（9.3％）であった（無回答はゼロ）。 

第 3 期海洋基本計画の全体構成の大幅な変更について、「これまでの海洋基本計画と比べ大

きく変更されたことを、よく知っている」と「大きく変更されたことを、少しは知っている」

をあわせると 123 件で、全体の 67.2％が知っているという結果となった。同結果を第 3 期

海洋基本計画の内容に目をとおした回答者の割合（68.9％）と比較すると、ほぼ同程度であ

るという結果となった。 

所属別にみると、国会議員のみ「よく知っている」だけで 3 件（75.0％）と 7 割を超える結

果となった。「よく知っている」と「少しは知っている」をあわせた認知度は、大学等教職

員で最も高く 36 件（83.7％）、地方自治体職員で最も低く 5 件（23.8％）であった。 

認知度を高めるためには、海洋基本計画の冒頭や概要版に前計画との関連や対比等を示す

ことが考えられよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q6 第 3 期海洋基本計画の全体構成は、《付属資料１》の目次構成比表に示すように、
大きく変更されました。以上のような大きな変更について、ご存知ですか？ 

図 Q6 第 3 期海洋基本計画の全体構成の大幅な変更の認知度（全体・所属別） 

n=4                n=21             n=43 

n=31              n=41               n=43 

n=183 

  全体      A.国会議員   B.地方自治体職員  C.大学等教職員 

D.研究機関役職員   E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

１．これまでの海洋基本計画と比べ大きく変更されたことを、よく知っている。 69 3 0 25 14 10 17 0 0 11 23 30 5 0 12 56 1 5 5 10 11 25 10 3

２．大きく変更されたことを、少しは知っている。 54 0 5 11 8 16 14 1 2 6 15 24 6 0 11 40 3 9 3 3 11 15 13 0

３．大きく変更されたと聞いてはいるが、詳しくは知らなかった。 43 1 7 7 8 13 7 0 2 8 12 15 5 1 4 35 4 8 4 2 8 12 8 1

４．これまでの海洋基本計画を見ていないので、大きく変更されたことを知らなかった。 17 0 9 0 1 2 5 4 2 3 4 4 0 0 4 9 4 10 2 0 2 0 3 0

ND 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

表 Q6 第 3 期海洋基本計画の全体構成の大幅な変更の認知度 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（7）情勢の変化および施策の効果に関する評価の勘案度 

 

 

 

 

 Q7 についての結果を、図 Q7、表 Q7 に示す。 

海洋基本計画が海洋に関する情勢の変化を勘案し、及び海洋に関する施策の効果に関する

評価を踏まえて見直されているかについて、「情勢の変化を勘案し、施策の効果に関する評

価を踏まえたものだと思う」が 85 件（46.4％）、「情勢の変化を勘案したものと思うが、施

策の効果に関する評価を踏まえたものだとは思えない」が 84 件（45.9％）、「情勢の変化を

勘案したとは思えないが、施策の効果に関する評価を踏まえたものだと思う」が 3 件（1.6％）、

「情勢の変化の勘案も、施策の効果に関する評価も、踏まえたものだとは思えない」が 2 件

（1.1％）、無回答が 9 件（4.9％）であった。 

海洋基本計画の見直しについては、情勢の変化も施策の効果に関する評価も踏まえている

という回答が 85 件（46.4％）である一方、情勢の変化は勘案しているが施策の効果に関す

る評価は踏まえたものだとは思えないという回答もほぼ同程度の 84 件（45.9％）となり、

評価が二分される結果となった。 

所属別にみると、国会議員は回答者全員が情勢の変化も施策の効果に関する評価も踏まえ

ていると回答した一方、大学等教職員は 28 件（65.1％）が情勢の変化は勘案しているが施

策の効果に関する評価は踏まえたものだとは思えないと回答した。 

海洋基本法第 16 条第 5 項では、「政府は、海洋に関する情勢の変化を勘案し、及び海洋に関

する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね５年ごとに、海洋基本計画の見直しを行い、

必要な変更を加えるものとする」と記されている。このことから、「情勢の変化を勘案し、

施策の効果に関する評価を踏まえたものだと思う」との回答が高いことが想定されたが、結

果として、施策の効果に関する評価が厳しいことが伺えた。 

 施策の効果については、参与会議での審議過程を公表することや、PDCA の過程を明らか

にする等、情報公開に係る施策の充実等が望まれる。 

  

Q7 「海洋に関する情勢の変化を勘案し、及び海洋に関する施策の効果に関する評価を踏
まえて」、海洋基本計画の見直しがなされるように海洋基本計画は規定していますが、第 3
期海洋基本計画の策定にあたって、この点についてはどのようにお考えになりますか？ 

－ 170 －



- 171 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

１．情勢の変化を勘案し、施策の効果に関する評価を踏まえたものだと思う。 85 4 8 13 14 20 26 3 1 15 26 36 3 1 15 63 7 18 7 9 14 22 11 4

２．情勢の変化を勘案したものと思うが、施策の効果に関する評価を踏まえたものだとは思えない。 84 0 6 28 16 19 15 0 3 11 26 32 12 0 14 67 3 9 6 6 16 29 18 0

３．情勢の変化を勘案したとは思えないが、施策の効果に関する評価を踏まえたものだと思う。 3 0 1 1 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 3 0 0 0 0 2 0 1 0

４．情勢の変化の勘案も、施策の効果に関する評価も、踏まえたものだとは思えない。 2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 1 1 0

ND 9 0 6 1 1 1 0 2 2 1 1 2 1 0 2 5 2 5 1 0 0 0 3 0

total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

図 Q7 情勢の変化および施策の効果に関する評価の勘案度 （全体・所属別） 

表 Q7 情勢の変化および施策の効果に関する評価の勘案度 

n=4                n=21             n=43 

n=31              n=41               n=43 

n=183 

  全体      A.国会議員   B.地方自治体職員  C.大学等教職員 

D.研究機関役職員   E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員 

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代 
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 

〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 
20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（8）【総合的な海洋の安全保障】のとりあげられ方 

 

 

 

 

 

 Q8 についての結果を、図 Q8、表 Q8 に示す。 

【総合的な海洋の安全保障】のとりあげられ方について、「非常に評価できる」が 64 件

（35.0％）、「やや評価できる」が 76 件（41.5％）、「あまり評価できない」が 34 件（18.6％）、

「全く評価できない」が 2 件（1.1％）、無回答が 7 件（3.8％）であった。 

 【総合的な海洋の安全保障】のとりあげられ方については、「非常に評価できる」と「や

や評価できる」をあわせて 140 件（76.5％）であり、評価できるという回答が 7 割を超える

結果となった。その理由について、「非常に評価できる」で 60 件、「やや評価できる」で 59

件の意見記述があった。近年の安全保障環境の変化（中国の海洋進出や北朝鮮情勢等）を理

由とする記述が最も多かった。これに関連し、外国船による排他的経済水域への侵入や水産

資源の不当な水揚げへの対応の必要性や、海洋資源開発及び利用の推進のための経済権益

の確保の必要性などが多く指摘された。また、海洋安全保障は他の海洋政策の根幹である、

とする指摘も多くあった。 

 一方、「あまり評価できない」と「全く評価できない」をあわせて 36 件（19.7％）の回答

者は評価できないと回答した。その理由について「あまり評価できない」で 32 件「全く評

価できない」で 2 件の意見記述があった。安全保障が第一であるという優先順位への違和感

や、「海洋の安全保障」という用語が近隣諸国を含めた諸外国に摩擦や誤解を与えるのでは

ないかといった危惧等が挙げられた。これに関連し、防衛的色合いが強いと受け止めた記述

が多くあり、「海洋の安全保障」については海洋基本計画ではなく防衛政策の中で別に取り

上げるべきといった意見や、他の施策全体を「総合的な海洋の安全保障」のもとに位置づけ

るのは無理がある、といった意見が複数あった。 

所属別にみると、「あまり評価できない」と「全く評価できない」という回答は国会議員で

最も低くゼロ、大学等教職員で最も高く 15 件（34.9％）であった。 

 近年の安全保障環境の変化に対応したものとして評価をする声がある一方で、一時的な

緊張の高まりへの反応ではという懸念の声もあり、海洋基本計画の期間が 5 年間であるこ

とを考慮した計画であるかといった総合的な視点も求められよう。 

 

 

 

  

Q8 第 3 期海洋基本計画では、≪付属資料１≫で示すように、第 1 部で【総合的な海洋
の安全保障】が海洋政策の重点にとりあげられ、第 2 部でも 9 つの「政府が総合的かつ
計画的に講ずべき政策」の冒頭に掲げられていますが、どのようにお考えになりますか？ 
上記のように回答した理由はなぜですか？ 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

非常に評価できる。 64 3 4 16 9 13 19 1 2 10 17 29 5 0 14 49 1 10 6 5 11 16 14 2

やや評価できる。 76 1 9 12 18 19 17 1 3 13 28 25 6 0 12 58 6 15 5 8 17 21 9 1

あまり評価できない。 34 0 2 14 3 8 7 1 0 4 8 17 4 0 2 30 2 2 3 2 4 15 8 0

全く評価できない。 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 1

ND 7 0 5 0 1 1 0 2 1 1 1 2 0 0 3 2 2 5 0 0 0 0 2 0

total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

表 Q8 【総合的な海洋の安全保障】のとりあげられ方 

図 Q8 【総合的な海洋の安全保障】のとりあげられ方（全体・所属別） 

n=4                n=21                 n=43 

n=31                 n=41                n=43 

n=183 

  全体       A.国会議員    B.地方自治体職員    C.大学等教職員 
 

D.研究機関役職員   E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 
 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（9）【総合的な海洋の安全保障】の内容について 

 

 

 

 

 

 Q9 についての結果を、図 Q9、表 Q9 に示す。 

【総合的な海洋の安全保障】の内容について、「複層的なものであることをよく知っている」

が 74 件（40.4％）、「少しは知っている」が 55 件（30.1％）、「聞いたことはあるが、詳しく

は知らない」が 29 件（15.8％）、「そもそもそういう内容であることは知らなかった」が 23

件（12.6％）、無回答が 2 件（1.1％）であった。 

【総合的な海洋の安全保障】の内容について、「よく知っている」と「少しは知っている」

をあわせると 129 件で、全体の 70.5％が知っているという結果となった。所属別にみると、

国会議員 4 名は「よく知っている」のみで 100％と最も認知度が高く、地方自治体職員は「よ

く知っている」との回答はゼロであり、「少しは知っている」のみが 4 件（19.0％）と認知

度が最も低かった。年齢別にみると、年代が高くなるとともに認知度も上昇する結果となっ

た。専門別および経験年数別については、明確な傾向はみられなかった。 

 ここでも、これまでの海洋基本計画への認知度と同様、地方自治体職員の認知度の低さが

みられたことから、同様の対応策を講じることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q9 【総合的な海洋の安全保障】は、《付属資料 2》3 ページの図で示すように、いわゆ
る＜海洋の安全保障＞と＜海洋の安全保障の強化に貢献する基層（MDA、国境離島の保
全・管理、海洋調査・海洋観測、科学技術・研究開発、人材育成・理解増進）＞の両者
を包含するものとされていることをご存知ですか？ 

  全体      A.国会議員   B.地方自治体職員  C.大学等教職員 

D.研究機関役職員   E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 

n=4                n=21              n=43 

n=31              n=41                n=43 

n=18

図 Q9 【総合的な海洋の安全保障】の内容について （全体・所属別） 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

複層的なものであることをよく知っている 74 4 0 24 16 14 16 0 1 10 22 34 7 0 14 59 1 3 2 12 12 27 16 2
少しは知っている 55 0 4 13 12 13 13 1 1 9 18 20 6 0 9 44 2 11 7 2 11 14 9 1
聞いたことはあるが、詳しくは知らない 29 0 8 4 1 7 9 1 1 5 10 10 1 1 3 22 4 8 2 1 6 7 4 1
そもそもそういう内容であることは知らなかった 23 0 9 1 1 7 5 3 3 4 4 7 2 0 5 13 5 10 3 0 3 3 4 0
無回答 2 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 1 1 0
total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

表 Q9 【総合的な海洋の安全保障】の内容について 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（10）12 の基本的施策から 9 項目への変更について 

 

 

 

 

 Q10 についての結果を、図 Q10、表 Q10 に示す。 

これまでの海洋基本計画で示された 12 の基本的施策から、第 3 期海洋基本計画では 9 項目

となったことについて、「非常に評価できる」が 33 件（18.0％）、「評価できる」が 102 件

（55.7％）、「あまり評価できない」が 33 件（18.0％）、「全く評価できない」が 6 件（3.3％）、

無回答が 9 件（4.9％）であった。 

12 の基本的施策から 9 項目への変更について、「非常に評価できる」と「評価できる」をあ

わせて 135 件（73.7％）であり、評価できるという回答が 7 割を超える結果となった。 

その理由について、「非常に評価できる」で 26 件、「やや評価できる」で 85 件の意見記述が

あった。評価できると回答した理由としては、海洋に関する情勢の変化を踏まえて整理され、

優先順位がつけられた結果と考えられること、関連のある複数項目が統合されたこと、海洋

の安全保障にかかわる主要要素の一つとして「海洋状況把握（MDA）」が取り上げられたこ

と、「北極政策」「MDA」など重点施策が具体的になりわかりやすくなったこと、法令の条

項にとらわれず変化に対応したこと、項目間の関連性が明確になった、整理されたと感じる

等が挙げられた。 

 一方、「あまり評価できない」と「全く評価できない」をあわせて 39 件（21.3％）の回答

者は評価できないと回答した。その理由について「あまり評価できない」で 31 件「全く評

価できない」で 6 件の意見記述があった。その理由としては、海洋基本法との関係性がわか

りにくいこと、過去の施策の評価を十分に行った上での整理や変更ではないと考えられる

こと、これまでの 12 の基本的施策のうち「沿岸域の総合的管理」、「海上輸送の確保」、「海

洋資源の開発及び利用の推進」が項目から削除され他の項目の下に位置づけられたこと、等

が挙げられた。また、例えば「海洋調査の推進」と「海洋科学技術に関する研究開発の推進

等」を統合して 1 項目にするといった複数関連項目の統合については、同項目に限らず独立

させるべきとの意見があった。 

 年齢別にみると、年代が高くなるとともに評価できないとの回答割合も概ね上昇する傾

向があり、70 代で最も高く 5 件（31.3％）であった。一方、20 代および 30 代では無回答割

合がそれぞれ 2 件（40.0％）、2 件（33.3％）となっており、回答の難しさが伺える結果とな

った。 

 評価できないとした中で、項目の増減や統合等について言及しているものが多いことか

ら、そうした場合、審議の経過を示す等、特に丁寧な説明が求められよう。 

 

  

Q10 これまでの海洋基本計画で示された 12 の基本的施策から、第 3 期海洋基本計画
では 9 項目となったことについて、どのようにお考えになりますか？  
上記のように回答した理由はなぜですか？ 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

非常に評価できる。 33 2 2 5 7 6 11 1 0 7 10 13 2 0 6 26 1 4 3 5 6 11 4 0
やや評価できる。 102 2 12 25 17 25 21 2 3 15 31 42 8 1 17 78 7 21 6 6 22 24 19 4
あまり評価できない。 33 0 2 9 6 7 9 0 1 3 12 13 4 0 4 27 2 3 4 3 2 14 7 0
全く評価できない。 6 0 0 2 1 2 1 0 0 2 1 2 1 0 2 4 0 0 0 1 1 3 1 0
ND 9 0 5 2 0 1 1 2 2 1 0 3 1 0 2 5 2 4 1 0 1 0 3 0
total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

図 Q10 12 の基本的施策から 9 項目への変更について（全体・経験年数別） 

表 Q10 12 の基本的施策から 9 項目への変更について 

n=183 

全体 5 年未満    5 年以上 10 年未満   10 年以上 20 年未満 

20 年以上 30 年未満  30 年以上 40 年未満   40 年以上 
n=32                n=14                n=15 

n=32                 n=52                 n=34 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（11）第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 

 

 

 

 

Q11 についての結果を、図 Q11-1～11-10、表 Q11-1, 11-3 に示す。 

9 項目の施策のうち、重要な取り組みと考えられているものを（最も重要な取り組み×3 点、

2 番目に重要な取り組み×2 点、3 番目に重要な取り組み×1 点の合計点）点数化した結果、

「1．海洋の安全保障」が 171 点、「2．海洋の産業利用の促進」が 232 点、「3．海洋環境の

維持・保全」が 169 点、「4．海洋状況把握（MDA）の能力強化」が 75 点、「5．海洋調査及

び海洋科学技術に関する研究開発の推進等」が 170 点、「6．離島の保全等及び排他的経済水

域等の開発等の推進」が 73 点、「7．北極政策の推進」が 8 点、「8．国際的な連携の確保及

び国際協力の推進」が 26 点、「9．海洋人材の育成と国民の理解の増進」が 102 点であった。 

上位から順に第 1 位が「2．海洋の産業利用の促進」（232 点）、以下それぞれ 1 点差で、第

2 位が「1．海洋の安全保障」（171 点）、第 3 位が「5．海洋調査及び海洋科学技術に関する

研究開発の推進等」（170 点）、第 4 位が「3．海洋環境の維持・保全」（169 点）という結果

となった。一方、最下位は「7．北極政策の推進」（8 点）、2 番目に低い施策は「8．国際的

な連携の確保及び国際協力の推進」（26 点）であった。 

「最も重要な取り組み」として選ばれた施策は、多い順に「1．海洋の安全保障」42 件（23.0％）、

「2．海洋の産業利用の促進」37 件（20.2％）、「3．海洋環境の維持・保全」30 件（16.4％）、

「5．海洋調査及び海洋科学技術に関する研究開発の推進等」28 件（15.3％）であり、1 位

と 2 位、3 位と 4 位が、それぞれ点数化の結果と逆転した。 

「9．海洋人材の育成と国民の理解の増進」が「最も重要な取り組み」として選ばれた件数

は 10 件（5.5％）と 9 つの施策の中でも 2 番目に低いが、点数化の結果は 102 点と第 5 位で

あった。これは、同施策が 2 番目、3 番目に重要な取り組みとして回答者に選択された結果

（それぞれ 14 件（7.7％）、44 件（24.0％））を反映したものである。 

所属別にみると、国会議員の第 1 位は「1．海洋の安全保障」、地方自治体職員と大学等教職

員の第 1 位は「3．海洋環境の維持・保全」、研究機関役職員の第 1 位は「5．海洋調査及び

海洋科学技術に関する研究開発の推進等」、団体役職員および民間企業役職員の 1 位は「2．

海洋の産業利用の促進」となっており、所属ごとの興味の対象を反映する結果となった。 

「最も重要な取り組み」と「2 番目に重要な取り組み」および「3 番目に重要な取り組み」

との関係をみると、最も重要な取り組みの第 1 位である「1．海洋の安全保障」を選んだ回

答者 42 名のうち最多の 57.1％にあたる 24 名が、2 番目に重要な取り組みとして「2．海洋

の産業利用の促進」を選んでいた。3 番目に重要な取り組みについては、最多の 28.6％にあ

たる 12 名が「3．海洋環境の維持・保全」を、次いで 23.8％にあたる 10 名がそれぞれ「6．

離島の保全等及び排他的経済水域等の開発等の推進」と「9．海洋人材の育成と国民の理解

Q11 「第 2 部 海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策」
として示された１〜９の中で、あなたが重要な取り組みと考えている施策を３つ選んで
ください。 
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の増進」を選んでいた。最も重要な取り組みの第 2 位である「2．海洋の産業利用の促進」

を選んだ回答者 37 名のうち最多の 43.2％にあたる 16 名が、2 番目に重要な取り組みとして

「5．海洋調査及び海洋科学技術に関する研究開発の推進等」を選んでいた。 

Q2 と Q11 のクロス集計をおこない、回答者が海洋基本法の 12 の基本的施策の中で「最も

重要な取り組み」と考えている施策と、第 3 期海洋基本計画の 9 つの施策の中で「最も重要

な取り組み」と考えている施策との関係を確認した。海洋基本法において最も多くの回答者

に「最も重要な取り組み」として選ばれた施策は「1．海洋資源の開発及び利用の推進」で

あったが、これについてみると、回答者 41 名のうち 53.7％にあたる 22 名が、第 3 期海洋基

本計画で「2．海洋の産業利用の促進」が最も重要だと回答していた。海洋基本法で「最も

重要な取り組み」として 2 番目に多く選ばれた「5．海洋の安全の確保」を選んだ回答者 29

名についてみると、79.3％にあたる 23 名が第 3 期海洋基本計画で「1．海洋の安全保障」を

「最も重要な取り組み」として選択していた。以上から、「最も重要な取り組み」として選

択された回答について、海洋基本法の 12 の基本的施策と第 3 期海洋基本計画の 9 つの施策

の選択には明確な関連があり、同様の内容が記載された施策を選択していることが確認さ

れた。 

 

 
 

 

 

 

図 Q11-1 第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 
（全体） 
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図 Q11-2 第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 
（国会議員） 

図 Q11-3 第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 
（地方自治体職員） 
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図 Q11-5 第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 
（研究機関役職員） 

図 Q11-4 第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 
（大学等教職員） 
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図 Q11-7 第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 
（⺠間企業役職員） 

図 Q11-6 第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 
（団体役職員） 
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注）縦軸および凡例の番号 1～9 は第 3 期海洋基本計画の 9 つの施策の番号を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）縦軸および凡例の番号 1～9 は第 3 期海洋基本計画の 9 つの施策の番号を表す。 

 

  

図 Q11-8 「最も重要な取り組み」と「2 番目に重要な取り組み」とのクロス結果 

図 Q11-9 「最も重要な取り組み」と「3 番目に重要な取り組み」とのクロス結果 
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注）縦軸の番号 1～12 は海洋基本法の 12 の基本的施策の番号を、凡例の番号 1～9 は第 3 期海

洋基本計画の 9 つの施策の番号を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③

１．海洋の安全保障 42 17 11 3 0 0 5 1 1 5 3 3 7 4 1 8 5 3 14 4 3
２．海洋の産業利用の促進 37 47 27 0 2 0 2 9 2 5 10 7 7 7 4 9 7 7 14 12 7
３．海洋環境の維持・保全 30 23 33 1 0 0 6 3 4 10 8 8 3 3 6 8 3 7 2 6 8
４．海洋状況把握（MDA)の能力強化 10 20 5 0 0 0 0 2 0 4 3 3 2 4 0 2 5 2 2 6 0
５．海洋調査及び海洋科学技術に関する研究開発の推進等 28 35 16 0 1 0 0 2 1 11 5 4 8 8 3 5 9 4 4 10 4
６．離島の保全等及び排他的経済水域等の開発等の推進 13 7 20 0 0 2 3 0 2 2 1 3 1 0 4 4 4 3 3 2 6
７．北極政策の推進 1 0 5 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 1
８．国際的な連携の確保及び国際協力の推進 0 8 10 0 1 0 0 0 1 0 3 1 0 1 2 0 1 4 0 2 2
９．海洋人材の育成と国民の理解の増進 10 14 44 0 0 1 2 1 7 3 7 10 2 3 9 1 3 6 2 0 11
ND 4 4 4 0 0 0 2 2 2 0 0 0 0 0 0 2 2 2 0 0 0
NE 8 8 8 0 0 0 1 1 1 3 3 3 1 1 1 2 2 2 1 1 1
total 183 183 183 4 4 4 21 21 21 43 43 43 31 31 31 41 41 41 43 43 43

選択肢
全体

所属
A B C D E F

表 Q11-1 第 3 期海洋基本計画第 2 部で示された 9 項目の施策のうち重要な取り組み 
（全体・所属別） 

ND：無回答 NE：無効回答 

図 Q11-10 Q2×Q11 のクロス結果 
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注）表頭・表側の番号 1～9 は第 3 期海洋基本計画の 9 つの施策の番号を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）表側の番号 1～12 は海洋基本法の 12 の基本的施策の番号を、表頭の番号 1～9 は第 3 期海

洋基本計画の 9 つの施策の番号を表す。 

2番目に重要な取り組み 3番目に重要な取り組み
1 2 3 4 5 6 7 8 9 ND NE total 1 2 3 4 5 6 7 8 9 ND NE total

1 24 1 9 4 2 2 42 3 12 4 10 1 2 10 42
2 6 5 16 4 2 4 37 1 10 1 6 1 2 3 13 37
3 3 7 2 9 3 6 30 2 6 4 2 2 1 3 10 30
4 2 3 1 3 1 10 4 2 1 1 1 1 10
5 2 7 8 6 1 4 28 2 7 6 4 1 8 28
6 4 4 3 1 1 13 2 5 3 1 2 13
7 1 1 1 1
8 0 0
9 2 5 1 2 10 5 2 2 1 10
ND 4 4 4 4
NE 8 8 8 8
total 17 47 23 20 35 7 0 8 14 4 8 183 11 27 33 5 16 20 5 10 44 4 8 183

最も重要な
取り組み

Q11　第3期海洋基本計画の9つの施策の中で最も重要な取り組み
1 2 3 4 5 6 7 8 9 ND NE total

1 4 22 3 2 6 1 1 2 41
2 3 1 21 1 26
3 2 1 3 6
4 1 1 1 3
5 23 1 4 1 29
6 1 4 9 14
7 1 1 10 12
8 3 10 1 1 15
9 1 1 2 2 1 1 8
10 1 6 1 8
11 1 1
12 1 1 5 7
ND 1 2 3
NE 1 1 2 2 4 10
total 42 37 30 10 28 13 1 0 10 4 8 183

Q2　海洋基本法の12の基本的
施策の中で最も重要な取り組み

ND：無回答 NE：無効回答 

表 Q11-2 「最も重要な取り組み」と「2 番目・3 番目に重要な取り組み」とのクロス結果 

表 Q11-3 Q2×Q11 のクロス結果 
 

ND：無回答 NE：無効回答 
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（12）Q11 で回答した施策が最も重要だと考える理由 

 

 

 

各施策について最も重要だと考える理由について、傾向を以下に整理した。 

 

海洋の安全保障（選択件数 42、うち記述有 36） 

海洋の安全保障は海洋産業の振興や EEZ 開発、環境保全等全ての施策の根幹や基本となる

ものであるからという理由が最も多く、次いで多かった理由は、中国の海洋進出、北朝鮮情

勢等の安全保障環境の変化であった。また、多くみられた。また、地政学的な観点や、貿易

の多くが海上輸送を占めるため、外国船舶による領海侵犯等への対応や安全な海上輸送の

確保等の必要性等も指摘された。回答の中には 3 つに絞ることの困難さをあげつつ、あえて

選んだという意見もみられた。 

 

②海洋の産業利用の促進（選択件数 37、うち記述有 34） 

広大な排他的経済水域を有する我が国において、「海洋の産業利用の促進」は日本の国益・

将来の発展につながるため、という理由が多くみられた。同時に、海洋産業が縮小している

現状や、商業化までに長い時間と莫大な資金が必要な分野であり、国の補助等がなければ継

続的な発展が難しいといった点等も指摘された。また、海洋環境の健全な維持がされて初め

て海洋開発や海洋産業発展の繁栄を享受できる、海洋産業を持続可能な形にすることは今

後の人類全体にとって重要、環境と調和した持続可能な海洋の産業利用が必要である等、環

境と関連した記述もみられた。さらに、海洋の産業振興が安全保障、環境保全、人材育成等

に貢献するからとする記述もあった。一方、造船、土木、海運、水産等のこれまでの海洋産

業については将来展望に厳しいものがあることから、IoT、ロボット、移動体通信、医療産

業等の成長産業との連携を模索してはという記述もあった。 

 

③海洋環境の維持・保全（選択件数 30、うち記述有 30） 

「海洋環境の維持・保全」は、資源利用や産業の発展等、持続可能な海洋の利用の大前提と

なるのが海洋環境の維持・保全であることを指摘する意見が多くみられた。資源小国と言わ

れる我が国の最大の資源が海洋であるとし、その保全は、我が国の将来にとって重要である

との記述もあった。また、環境分野は利益が得られ難いため、政府による方針とそれに基づ

く財政支援がなければ進展が難しいことや、環境は外交、安全、産業に関係があること等も

指摘された。さらに、海洋開発を進めていく上で先行利用者の理解を得るためには、海洋環

境の維持や保全は不可欠とする記述や、水産資源の持続性の観点からも海洋環境の維持・保

全が重要であるという記述もあった。その他、海洋環境が悪化し、その再生が喫緊の課題、

温暖化対策上の海洋の必要性等から重要事項であるという記述もみられた。 

Q12 あなたが選んだ 3 つの施策項目のうち、最も重要な取り組みについて、そのよう
に考える理由を記入して下さい。 
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④海洋状況把握（MDA）の能力強化（選択件数 10、うち記述有 9） 

海洋政策や海洋での各種活動の基本が「海洋状況把握（MDA）」である、といった意見が多

くみられた。これまで体系的になされてこなかったことに対して問題視する意見もみられ

た。同施策は短期間で効果が出やすく波及効果が大きいと考えられることや、縦割り行政の

解消に有効といった意見もみられた。また、オープンプラットフォーム化することの重要性

が理由としてあげられた。 

 

⑤海洋調査及び海洋科学技術に関する研究開発の推進等（選択件数 28、うち記述有 25） 

海洋の長期的な調査や海洋科学技術に関する研究開発は、すべての施策の基礎になるもの

であり、我が国の発展に不可欠なものである、といった意見が多くみられた。我が国が世界

をリードして国際的にも評価される海洋調査や研究開発を着実に進めることが重要である

といった意見もみられた。その他、日本近海の基本的な海洋情報の不足や、国際的にも評価

される取組の推進、長期的視点からの調査研究開発の必要性等も理由としてあげられた。ま

た、観測にあたっては海洋と宇宙の連携で広大な海洋をカバーする衛星等の活用について

も記述があった。 

 

⑥離島の保全等及び排他的経済水域等の開発等の推進（選択件数 13、うち記述有 12） 

排他的経済水域の重要な拠点となる遠隔離島の保全は、排他的経済水域での海洋資源開発

等を進めるために基地としての機能が離島に必要であり、離島の保全なくして EEZ の確保

は成立しない、領土・領海および権益の保全や海洋の安全保障の直結する施策であるといっ

た意見や、昨今の国際政治経済情勢等からも重要な施策であるといった意見がみられた。 

 

⑦北極政策の推進（選択件数 1、うち記述有 1） 

同施策を最も重要な取り組みとした回答は１つであり、理由も１つであった。地政学的優位

性を生かした取り組みとして北極政策から取り組むことの重要性が指摘された。 

 

⑧国際的な連携の確保及び国際協力の推進（選択件数 0） 

同施策を最も重要な取り組みとした回答はゼロだったため、理由の記述もなかった。 

 

⑨海洋人材の育成と国民の理解の増進（選択件数 10、うち記述有 8） 

国民の海洋への関心と理解が海洋立国の根幹であることや、海洋人材育成は日本の海につ

いての大前提であることの記述があった。また、海洋部門での人材不足や大学での研究室の

不足等から海洋関連の職業に対する理解やイメージの向上を含めた人材育成などの必要性

等が指摘された。 
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（13）施策「2．海洋の産業利用の促進」のうち関心のある施策 

 

 

 

 

Q13 についての結果を、図 Q13、表 Q13 に示す。 

施策「2．海洋の産業利用の促進」のうち関心のある施策については、「1．海洋資源の開発

および利用の推進」が選択率 63.9％（116 件）で第 1 位、「4．水産資源の適切な管理と水産

業の成長産業化」が 50.3％（92 件）で第 2 位、「2．海洋産業の振興及び国際競争力の強化」

が 46.4％（85 件）で第 3 位、「3．海上輸送の確保」が 27.3％（50 件）で第 4 位、という結

果となった。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）複数選択のため回答数合計が 183 を超えている。  

Q13 上記（Q11）で示された１〜９の中で「２．海洋の産業利用の促進」については、
《付属資料２》の５ページで示すように、さらに以下のような施策が示されています。
あなたが関心を持っている事項について、○印を付してください。（複数選択可） 

図 Q13 施策「2．海洋の産業利用の促進」のうち関心のある施策（全体） 

表 Q13 施策「2．海洋の産業利用の促進」のうち関心のある施策 

ND：無回答 NE：無効回答 
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（14）Q13 で回答した施策に最も関心がある理由 

 

 

 

各施策について最も関心があると考える理由について、傾向を以下に整理した。 

 

①海洋資源の開発及び利用の推進：選択率 63.9％（116 件）のうち 102 件で記述あり 

洋上風力発電・潮流発電といった海洋再生可能エネルギーの導入促進への期待、海底熱水鉱

床等の海洋鉱物資源の開発の重要性、資源小国であるわが国にとっての海洋資源の重要性

を指摘する意見が多くみられた。洋上風力発電と潮流発電については、パリ協定に基づく温

暖化効果ガス排出量の削減目標を達成するためにも、海洋再生可能エネルギー（洋上風力、

潮流発電等）の必要性や、将来的な非在来型海洋資源開発の必要性等の指摘があった。また、

資源開発は経済力向上だけでなく科学技術力の向上につながるとの意見や、既存海洋産業

の将来的な拡大が難しく、国策と新規海洋産業の誕生を実行すべきとの意見もあった。 

 

②海洋産業の振興及び国際競争力の強化：選択率46.4％（85件）のうち73件で記述あり 

日本の海洋産業の国際競争力の強化を望む声が多くみられた。そのためには民間企業がリ

スクをとりやすくなるような国の支援が必要である点も指摘された。また、海洋産業をめぐ

る国際競争の中で、わが国が劣後している現状への危惧もみられ、わが国独自の海洋資源開

発のための技術開発の必要性も指摘された。日本にとって不利なルールで産業界が戦わな

くても済むよう、国際交渉能力を有する人材育成の必要性もあわせて指摘された。その他、

AI や IoT 等の先端技術を活用した生産性向上や高付加価値化、観光分野でのクルーズ船受

入環境整備等があげられた。 

 

③海上輸送の確保：選択率 27.3％（50 件）のうち 42 件で記述あり 

資源小国であり島国でもあるわが国にとって、海上輸送の確保は国民生活、日本経済に直結

する重要事項であることや、わが国は、貿易によって支えられているため海上輸送の確保は

非常に重要であること、海洋資源開発利用に着目してそれを支える海洋技術の基盤として

重要との指摘があった。また、国際海運事情における競争激化に対して自由で公平な競争環

境の確保が課題との指摘や、海上輸送確保としてのシーレーンの安全的利用の確保があげ

られた。 

 

④水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化：選択率50.3％（92件）のうち85件で記述あり 

最も多くみられたのは、水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化が食料安全保障上、重

要であるといった指摘だった。これに関連し、外国船の違法操業による乱獲の危惧や対応の

必要性や、漁業者の減少や高齢化を受けた継承者の育成といった課題も指摘された。他方、

Q14 上記のなかで、あなたが最も関心がある事項について、そのように考える理由を
記入してください。 

－ 189 －



- 190 - 
 

水産資源の管理や産業化は実利が伴う産業であり、日本ブランドとしての水産物の輸出拡

大も含め、今後の成長産業化への期待も多かった。また、成長産業化実現のための資源調査

の充実や適切な資源管理の重要性や、科学的根拠に基づいた海洋資源の持続的利用の重要

性、閉鎖性海域の環境悪化等による水産資源減少への対策の必要性、漁業と洋上風力発電事

業の共生への期待についても指摘された。 

洋上風力発電等の海域利用を通じ、環境改善と産業育成を同時に図れるという指摘もあっ

た。 

 

また、関心のある施策については、「1．海洋資源の開発および利用の推進」「2.海洋産業の振

興及び国際競争力の強化」「3.海上輸送の確保」「4．水産資源の適切な管理と水産業の成長

産業化」のいずれにも関心があると回答は 16 件あり、優先順位はなく、相互に補完関係が

ありバランスが取れた促進の重要性を指摘したものや、いずれの分野も世界をリードして

いくものである、どれか一つが欠けても悪影響がある等の指摘があった。 
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（15）施策「4．海洋状況把握（MDA）」の項目独立について 

 

 

 

 

①全体 

Q15 についての結果を、図 Q15、表 Q15 に示す。 

施策「4．海洋状況把握（MDA）の能力強化」を項目として独立させたことについて、「非

常に評価できる」が 72 件（39.3％）、「やや評価できる」が 71 件（38.8％）、「あまり評価で

きない」が 31 件（16.9％）、「全く評価できない」が 1 件（0.5％）、無回答が 8 件（4.4％）

であった。 

同項目の独立については、「非常に評価できる」と「やや評価できる」をあわせて 143 件

（78.1％）であり、評価できるという回答が 8 割弱という結果となった。その理由について、

「非常に評価できる」で 65 件、「やや評価できる」で 47 件の意見記述があった。MDA が海

洋の安全保障、海洋環境の保全、海洋開発や海洋産業の振興等といった全ての取り組みの基

盤になると考えられるから、という趣旨が目立った。また、海洋空間・海洋資源の持続可能

な維持管理のために必要、広大な EEZ での海洋情報把握には国家レベルの推進が必要とす

るものの他、多様な情報の総合的把握による費用対効果の最大限の発揮、省庁間連携を有効

に実現させるため、海洋に関する情勢の変化への対応との意見もあった。 

 所属別にいると、評価できるという回答は国会議員で 4 件（100％）、民間企業役職で 36

件（83.7%）と高かった。 

一方、「あまり評価できない」と「全く評価できない」をあわせて 32 件（17.4％）の回答者

は評価できないとした。その理由について「あまり評価できない」で 28 件「全く評価でき

ない」で 1 件の意見記述があった。同項目が重要であることには賛同しているものの、内容

が安全保障に偏っている点に違和感を覚えるから、といった趣旨が目立った他、仕組み等具

体性にかけるといった意見もみられた。 

 なお、評価できるほど十分な知見がない、といった趣旨の回答も少数あった。 

所属別にみると、評価できないという回答は国会議員および地方自治体職員で最も低くゼ

ロ、大学等教職員で最も高く 12 件（27.9％）、研究機関役職員で 6 件（19.4％）、団体役職員

で 7 件（17.1％）、民間企業役職員で 7 件（16.3％）であった。 

第 3 期の海洋基本計画では、海洋状況把握（MDA）と北極政策の推進が、新たに項目とし

て独立した形となっている、そうした、新たな項目を示す際には、審議の過程を明らかにす

ることで理解が深まるものと思われる。 

 

 

 

Q15 上記（Q11）で示された 1〜9 の中で「4.海洋状況把握（MDA）の能力強化」
を項目として独立させたことについて、どのようにお考えですか？ 
上記のように回答した理由はなぜですか？ 

－ 191 －



- 192 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

非常に評価できる 72 3 6 16 15 15 17 0 3 12 22 29 6 0 14 54 4 11 6 8 19 15 12 1
やや評価できる 71 1 9 14 10 18 19 3 2 12 23 25 5 1 13 53 5 14 6 5 11 22 10 3
あまり評価できない 31 0 0 11 6 7 7 0 0 2 8 17 4 0 2 29 0 2 1 2 2 14 10 0
全く評価できない 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0
ND 8 0 6 1 0 1 0 2 1 2 1 1 1 0 2 3 3 5 1 0 0 0 2 0
total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

  全体      A.国会議員     B.地方自治体職員   C.大学等教職員 
 

D.研究機関役職員    E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 
 

n=4                 n=21                 n=43 

n=31                n=41                 n=43 

n=183 

図 Q15 施策「4. 海洋状況把握(MDA)」の項目独立について （全体・所属別） 

表 Q15 施策「4. 海洋状況把握(MDA)」の項目独立について 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（16）施策「7．北極政策の推進」の項目独立について 

 

 

 

 

Q16 についての結果を、図 Q16、表 Q16 に示す。 

施策「7．北極政策の推進」を項目として独立させたことについて、「非常に評価できる」が

45 件（24.6％）、「やや評価できる」が 73 件（39.9％）、「あまり評価できない」が 45 件（24.6％）、

「全く評価できない」が 9 件（4.9％）、無回答が 11 件（6.0％）であった。 

同項目の独立については、「非常に評価できる」と「やや評価できる」をあわせて 64.5％で

あり、評価できるという回答が 6 割を超える結果となった。その理由について、「非常に評

価できる」で 41 件、「やや評価できる」で 57 件の回答があった。北極海航路の利活用、資

源開発、海洋観測や環境保護、気候変動といった観点から重要であると考えられるから、と

いう趣旨が目立った。また、国際社会における北極政策の議論に今から日本も参加すべきと

するものや、海洋の未知の領域に関する研究開発に取り組むべきという意見もみられた。 

 所属別にみると評価できるとの回答については、国会議員で 4 件（100％）、研究機関役職

員 21 件（67.6％）の順、地方自治体職員は非常に評価できるがゼロ、やや評価できるが 12

件（57.1%）であった。 

一方、「あまり評価できない」と「全く評価できない」をあわせて 54 件（29.5％）の回答者

は評価できないとした。その理由について「あまり評価できない」で 39 件「全く評価でき

ない」で 8 件の回答があった。同項目が重要であることには賛同しているものの、個別施策

として独立させることへの疑問（他項目と同レベルの重要性とは考え難い）や、北極政策の

推進よりも優先順位が高い他の施策や、他の海域があるといった指摘が目立った。また、地

政学的にも国力的にも我が国が北極は難しいとする意見もあった。 

 なお Q15 と同様、評価できるほど十分な知見がない、といった趣旨の回答も少数あった。 

所属別にみると、評価できないとの回答については国会議員が最低でゼロ、団体役職員が最

高で 14 件（34.1％）であった。地方自治体職員の 6 件（28.6％）は無回答であった。 

 北極政策については、1～9 で示された「第 2 部 海洋に関する施策に関し、政府が総合

的かる計画的に講ずべき施策」だけでなく、「第 1 部 海洋政策のあり方」のなかでも、6 項

目あげられている海洋の主要施策の基本的な方針の一つとして、「北極政策の推進」は初め

て位置付けられた。北極海航路、資源開発、環境保護等に環境するものであり、注目する必

要があるものは多いことは確かである。海洋基本法の条文にとらわれず、時宜にかなったテ

ーマを独立した項目とする際には、その議論の経緯について明らかにすることが、理解を深

める一助になると考えられる。 

 

  

Q16 上記（Q11）で示された１〜９の中で「７．北極政策の推進」を項目として独立さ
せたことについて、どのようにお考えですか？ 
上記のように回答した理由はなぜですか？ 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

非常に評価できる 45 3 0 10 10 10 12 0 0 4 16 20 5 0 7 37 1 2 5 3 8 15 11 1
やや評価できる 73 1 12 19 11 16 14 3 3 12 24 26 5 0 10 60 3 16 5 5 15 21 10 1
あまり評価できない 45 0 2 9 8 14 12 0 2 8 9 21 5 0 11 32 2 9 3 6 7 11 8 1
全く評価できない 9 0 1 4 2 0 2 0 0 0 4 4 0 1 1 7 1 0 0 1 1 4 2 1
ND 11 0 6 1 0 1 3 2 1 4 1 2 1 0 2 4 5 5 1 0 1 1 3 0
total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

図 Q16 施策「7. 北極政策の促進」の項目独立について （全体・所属別） 

表 Q16 施策「7. 北極政策の促進」の項目独立について 

  全体      A.国会議員     B.地方自治体職員   C.大学等教職員 
 

D.研究機関役職員    E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 
 

n=4                 n=21                 n=43 

n=31                n=41                 n=43 

n=183 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（17）「PDCA」サイクルによる施策の工程管理の採用について 

 

 

 

Q17 についての回答者全体の結果を、図 Q17、表 Q17 に示す。 

「PDCA サイクル」による施策の工程管理の採用について、「非常に評価できる」が 72 件

（39.3％）、「やや評価できる」が 82 件（44.8％）、「あまり評価できない」が 22 件（12.0％）、

「全く評価できない」が 3 件（1.6％）、無回答が 4 件（2.2％）であった。 

「PDCA サイクル」による施策の工程管理の採用については、「非常に評価できる」と「や

や評価できる」をあわせて 154 件（84.1％）であり、評価できるという回答が 8 割強という

結果となった。その理由について、「非常に評価できる」で 65 件、「やや評価できる」で 68

件の意見記述があった。「非常に評価できる」という回答理由には、工程管理の採用が明記

されたことによる効果的な進捗状況の把握を期待するものや、進捗状況に応じた実施内容

の変更は長期の計画実行で必要といった点が挙がっていた。「やや評価できる」という回答

理由には課題を指摘する意見も多く、短期的な工程管理を強化することによる長期的視点

の欠如に対する危惧や、評価を誰がどのように実施するかが重要、といった点が挙げられた。 

所属別にみると、評価できるとした回答は国会議員が 4 件（100％）、民間企業役職員が 40

件（93％）で多く、研究機関役職員では 24 件（77.4％）とやや低かった、 

一方、「あまり評価できない」と「全く評価できない」をあわせて 25 件（13.7％）の回答者

は評価できないとした。その理由について「あまり評価できない」で 20 件「全く評価でき

ない」で 3 件の意見記述があった。上記と同様に、評価や見直しを数年で繰り返すのは海洋

政策には不適切であること、PDCA のための中間評価や審査等にエネルギーを使いすぎ、施

策・事業に支障が出る、といった趣旨が目立った。 

所属別にみると、評価できないという回答は国会議員がゼロ、研究機関役職員が 7 件（22.6％）

で最高、という結果となった。 

  

Q17 「PDCA サイクル」による施策の工程管理の採用について、どうお考えですか？ 
上記のように回答した理由はなぜですか？ 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

非常に評価できる 72 2 8 16 10 16 20 2 1 10 21 33 5 0 13 55 4 11 6 8 13 21 11 2
やや評価できる 82 2 10 19 14 17 20 0 4 16 27 24 10 1 15 61 6 17 7 6 14 21 15 2
あまり評価できない 22 0 1 6 6 6 3 1 1 1 4 14 1 0 2 19 1 2 1 1 3 8 7 0
全く評価できない 3 0 0 2 1 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 3 0 0 0 0 2 1 0 0
ND 4 0 2 0 0 2 0 2 0 0 1 1 0 0 1 2 1 2 0 0 0 1 1 0
total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

評価 全体
所属 年齢 専門 経験年数

図 Q17 「PDCA」サイクルによる施策の工程管理の採用について（全体・所属別） 

表 Q17 「PDCA」サイクルによる施策の工程管理の採用について 

  全体      A.国会議員     B.地方自治体職員   C.大学等教職員 
 

D.研究機関役職員    E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 
 

n=4                 n=21                 n=43 

n=31                n=41                 n=43 

n=183 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（18）参与会議への関係府省の積極的参画について 

 

 

 

 

 

Q18 についての回答者全体の結果を、図 Q18、表 Q18 に示す。 

参与会議への関係府省の積極的参画について、「非常に評価できる」が 69 件（37.7％）、「や

や評価できる」が 67 件（36.6％）、「あまり評価できない」が 26 件（14.2％）、「全く評価で

きない」が 10 件（5.5％）、無回答が 6.0％であった。 

参与会議への関係府省の積極的参画については、「非常に評価できる」と「やや評価できる」

をあわせて 136 件（74.3％）であり、評価できるという回答が 7 割強という結果となった。

その理由について、「非常に評価できる」で 58 件、「やや評価できる」で 50 件の回答があっ

た。施策の実施主体である関係府省が参画することは施策の現実性と実行性を担保するた

めにも不可欠であること、縦割り行政にならないため有用であること、などの指摘があった。 

一方、「あまり評価できない」と「全く評価できない」をあわせて 36 件（19.7％）の回答者

は評価できないとした。その理由について「あまり評価できない」で 24 件「全く評価でき

ない」で 9 件の回答があった。助言機関と実施省庁とは独立であることが必要であるという

指摘が目立った。 

所属別にみると、評価できないという回答は国会議員および地方自治体職員がゼロ、団体役

職員が 12 件（29.3％）で最高、という結果となった。 

参与会議に関するあり方については、「非常に評価できる」と「やや評価できる」をあわせ

て約 7 割が評価できるとしていることから、現状のまま、関係府省の参与会議への参加を継

続することに意義があると思われる。一方で、約 2 割の評価できないとする意見での、 

参与会議の独立性が妨げられるとする声にも配慮していくことが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q18 参与会議は行政に対する助言機関ですが、「海洋基本計画に掲げた諸施策の実施
状況を継続的にフォローしていくため、各施策の実施主体である関係府省は、参与会議
に積極的に参画する」とされています。このことについてお伺いします。 
上記のように回答した理由はなぜですか？ 
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A B C D E F 20's 30's 40's 50's 60's 70's ND 人文 理工 ND ～5 5～10 10～20 20～30 30～40 40～ ND

非常に評価できる 69 3 6 15 13 16 16 1 1 16 19 27 5 0 15 50 4 9 7 9 16 12 14 2
やや評価できる 67 0 10 16 11 12 18 2 4 7 21 25 7 1 11 52 4 15 7 4 8 23 9 1
あまり評価できない 26 0 0 7 5 10 4 0 0 3 9 11 3 0 3 23 0 3 0 2 5 10 6 0
全く評価できない 10 0 0 5 2 2 1 0 0 0 2 7 1 0 0 10 0 0 0 0 2 5 3 0
ND 11 1 5 0 0 1 4 2 1 2 3 3 0 0 2 5 4 5 0 0 1 2 2 1
total 183 4 21 43 31 41 43 5 6 28 54 73 16 1 31 140 12 32 14 15 32 52 34 4

選択肢 全体
所属 年齢 専門 経験年数

図 Q18 参与会議への関係府省の積極的参画について（全体・所属別） 

表 Q18 参与会議への関係府省の積極的参画について 

  全体      A.国会議員     B.地方自治体職員   C.大学等教職員 
 

D.研究機関役職員    E.団体役職員   F.⺠間企業役職員 
n=4                 n=21                 n=43 

n=31                n=41                 n=43 

n=183 

○ND 無回答 
○所属 A：国会議員 B：地方自治体職員 C：大学等教職員 

D：研究機関（独立行政法人/国立研究開発法人等）役職員 
E：団体(ＮＰＯ・ＮＧＯ含む)役職員  F：⺠間企業役職員  

○年齢 20’s：20 代  30’s：30 代  40’s：40 代  50’s：50 代  
60’s：60 代    70’s：70 代以上 

○専門 人文：人文社会科学系  理工：理工学系 
○海洋関係へ従事しているおおよその経験年数 
     〜5：5 年未満  5〜10：5 年以上 10 年未満 10〜20：10 年以上 20 年未満 

20〜30：20 年以上 30 年未満 30〜40：30 年以上 40 年未満 40〜：40 年以上 
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（19）海洋に関連した他の基本計画の認知度 

 

 

 

 

 

 Q19 についての結果を、図 Q19-1～19-4、表 Q19-1～19-4 に示す。 

海洋に関連した他の基本計画の認知度について、科学技術基本計画、水産基本計画、エネル

ギー基本計画、海洋エネルギー・鉱物資源開発計画、環境基本計画、生物多様性国家戦略、

海洋生物多様性保全戦略、宇宙基本計画、SDGs：持続可能な開発目標、BBNJ：国家管轄権

外区域の海洋生物多様性、の 10 の基本計画等について質問した結果、全体平均は「よく知

っている」が 344 件（18.8％）、「少しは知っている」が 627 件（34.3％）、「よく知らない」

が 547 件（29.9％）、「全く知らない」が 266 件（14.5％）、無回答・無効回答が 46 件（2.5％）

であった。 

「よく知っている」と「少しは知っている」を合計したものを認知度とすると、割合が高い

順に、第 1 位が「SDGs：持続可能な開発目標」で 123 件（67.2％）、第 2 位が「エネルギー

基本計画」で 120 件（65.6％）、第 3 位が「環境基本計画」で 115 件（62.8％）、僅差で第 4

位が「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」で 112 件（61.2％）という結果となった。認知

度が最も低いのは「宇宙基本計画」で 61 件（33.3％）と 3 割強であった。 

所属別にみると、全体平均の認知度が最も高いのは国会議員で 36 件（90.0％）、最も低いの

は地方自治体職員で 63 件（30.0％）であった。 

第 3 期海洋基本計画の中でも「また、国の他の計画のうち、海洋に関する施策を含むもの

は、本計画で示す基本的な方針に沿って策定、推進することが重要である。」とされており、

各種政策との連携が求められている。どのようなものがその対象となるか等、情報発信を行

うことが認知度を高めるための方策として考えられよう。 

 

Q19 海洋政策については、防衛政策、科学技術政策、水産政策、エネルギー政策、環
境政策、宇宙政策等とともに推進されることが求められます。他方、それらの国の政策
については、海洋と同様に、基本法があり、それに基づく基本計画が策定されています。 
上記の海洋に関連した施策を含む他の基本計画等について、ご存知ですか？ 
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図 Q19-1 海洋に関連した他の基本計画の認知度（全体） 

図 Q19-2 海洋に関連した他の基本計画の認知度（国会議員） 
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図 Q19-4 海洋に関連した他の 10 の基本計画全体の平均認知度（所属別） 

図 Q19-3 海洋に関連した他の基本計画の認知度（地方自治体職員） 
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注）表 Q19-1～19-4 の表頭の番号①～⑩はそれぞれ、以下の計画等を表す：①科学技術基本計

画；②水産基本計画；③エネルギー基本計画；④海洋エネルギー・鉱物資源開発計画；⑤環境基

本計画；⑥生物多様性国家戦略；⑦海洋生物多様性保全戦略；⑧宇宙基本計画；⑨SDGs：持続

可能な開発目標；⑩BBNJ：国家管轄権外区域の海洋生物多様性。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
よく知っている 47 34 41 34 37 24 22 19 58 28 344
少しは知っている 61 57 79 78 78 59 57 42 65 51 627
よく知らない 53 66 46 49 45 62 66 75 34 51 547
全く知らない 16 21 11 18 18 34 34 43 22 49 266
ND 4 5 6 4 5 4 4 4 4 4 44
NE 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
total 183 183 183 183 183 183 183 183 183 183 1830

total選択肢
全体

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
よく知っている 3 2 4 3 2 2 2 2 3 4 0 1 4 0 6 3 0 0 4 0
少しは知っている 1 2 0 1 1 1 1 1 1 0 2 5 7 4 7 4 4 0 10 2
よく知らない 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 11 10 6 10 4 7 10 9 1 6
全く知らない 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 5 4 7 4 7 7 12 6 13
ND 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
NE 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
total 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21

BA
選択肢

表 Q19-1 海洋に関連した他の基本計画の認知度（全体） 

ND：無回答 NE：無効回答 

表 Q19-2 海洋に関連した他の基本計画の認知度（A.国会議員・B.地方自治体職員） 

ND：無回答 NE：無効回答 
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
よく知っている 19 11 8 9 10 8 8 1 25 12 12 5 3 10 5 6 5 5 7 5
少しは知っている 17 18 21 20 23 22 19 17 13 21 13 8 16 10 14 10 12 7 12 12
よく知らない 6 8 9 8 6 8 11 17 3 4 5 13 8 8 7 10 9 13 9 8
全く知らない 0 4 2 4 3 4 4 6 1 5 0 3 2 2 2 3 3 5 1 4
ND 1 2 3 2 1 1 1 2 1 1 1 2 2 1 3 2 2 1 2 2
NE 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
total 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31

C D
選択肢

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
よく知っている 9 12 10 6 6 3 3 7 10 4 4 3 12 6 8 2 4 4 9 3
少しは知っている 13 6 15 17 19 12 10 6 14 10 15 18 20 26 14 10 11 11 15 6
よく知らない 14 19 13 13 13 20 21 18 12 14 17 16 10 10 14 16 14 17 9 19
全く知らない 2 3 2 4 2 5 6 9 4 12 6 6 1 1 7 15 14 11 10 15
ND 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
NE 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
total 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43

選択肢
E F

表 Q19-3 海洋に関連した他の基本計画の認知度（C.大学等教職員・D.研究機関役職員） 

表 Q19-4 海洋に関連した他の基本計画の認知度（E.団体役職員・F.⺠間企業役職員） 

ND：無回答 NE：無効回答 

ND：無回答 NE：無効回答 
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（20）海洋基本計画と他の基本計画との相互関係について 

 
 

 

海洋基本計画と他の基本計画との相互関係については、他の基本計画との整合性をはかり、

相互に連携・補完することはとても重要である、といった意見がある一方、作成時期により

時代背景が異なるなどの事情を考慮し無理に整合性をはかる必要はない、といった意見も

みられた。海洋基本計画は省庁横断的であるため、関係機関の話し合いや垣根を越えた連携

の必要性を指摘する意見が目立った。 

これに関連し、個別省庁が策定責務を有する計画を優先的に遂行することも予想され、海洋

基本計画が軽視されないよう、総合海洋政策本部及び事務局の権威と権限の強化を期待す

る意見もあった。 

 

（21）今後の海洋政策、第 3 期海洋基本計画、アンケート等についての自由意見 

 

 

 

今後の海洋政策、第 3 期海洋基本計画、アンケートについての意見、感想、コメント等につ

いては、回答者の 65％にあたる 119 名という多数の意見記述が得られた。このことは本ア

ンケートの今後の海洋政策、第 3 期海洋基本計画、本アンケートについて回答者の関心度の

高さを反映していると考えられる。 

今後の海洋政策や第 3 期海洋基本計画に関するコメントについては、各回答者の所属や専

門性に応じた、具体的な指摘が多くみられた。 

国会議員からは、海洋基本法が成立してから 11 年、海洋基本計画の 2 度の改定を経てわが

国における海洋政策の重要性がより高まっていることから、基本計画の各施策の実施等を

注視したいという意見があった。また、日本は海洋国家と言われるものの海洋政策に関心の

ある政治家が少なく関心を持つよう努力をしたいという意見もいただいた。国会議員につ

いては、発送数 36 名に対し回答数 4 で回収率が 11.1％と、6 つの所属別では一番低い回収

率となったが、自由記述には多くの記述をいただくことができた。 

地方自治体職員からは、一般的に海洋基本計画等海洋政策に対する理解が不足しているこ

と、今後も海洋政策の推進・周知の活動等に力を入れる必要性を指摘するもの他、海洋政策

における地方自治体の責務の明確化に関する意見があった。地方自治体では、他の所属と異

なり、海洋基本法の制定や海洋基本計画の見直しに対する認知度が低いこともあり、周知等

を求める声があがったと考えられる。地方自治体では 2～3 年で異動があり、担当分野がか

わることがあるため、こうした担当者を対象とした海洋政策に関する周知等を図る必要も

出て来ると思われる。 

Q21 我が国の今後の海洋政策、第 3 期海洋基本計画、あるいは本アンケートについての
ご意見、感想、コメント等、ご自由にお書き下さい。 

Q20 海洋基本計画と他の基本計画との相互関係について、あなたのご意見をお聞か
せください。 
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表 Q21 自由意見中の各施策に関連したキーワードの出現数 

大学等教職員では、基本計画に基づく施策への高い評価とそれを支える具体的な枠組みや

予算に関する指摘、海洋国家としてのグランドデザインを描くことの必要性、我が国の未来

と海洋立国の理念の結びつき、5 年以上の長期的なビジョンの重要性、優秀な人材の海洋分

野での確保等があげられた。 

研究機関役職員からは、優先順位の重要性と既存の予算とは別の新たな財源確保への努力、

海洋政策推進のための国際的な連携の確保と国際協力の推進、海洋政策実行のための統一

的な執行機関の必要性、海洋基本法条文との整合性の変更理由の説明等があげられた。特に、

今回の海洋基本計画ではこれまで示された 12 の基本的施策から、第 3 期海洋基本計画では

９項目へという大きな変更もあったことから、その理由について、条文との関係を明確に説

明したほしいという声と考えられる。 

団体役職員では、海洋政策のみではなく海洋科学、海洋工学に関する啓発活動の展開、海洋

産業に必要なインフラ(調査・作業用船、基地、調査等)、All Japan 体制での取組の必要性、

海洋関連企業や大学の研究開発力の低下、沿岸域の総合的管理の位置付けに対する不満、海

外での実績の必要性、海洋と宇宙の連携についての扱いを評価があった。 

民間企業役職員は、各省庁の調整ばかりでは民間産業が進まないとの指摘、海洋再生可能エ

ネルギー推進の際の国際協力の必要性、将来的な海洋省の期待、府省連携な施策の構築の取

り組みへの期待、海洋資源開発への活発な取り組みや洋上風力発電への期待等があった。民

間企業では、海洋再生可能エネルギー（特に洋上風力発電）、海洋資源開発への期待が高く、

政府にたいして洋上風力等の導入目標を示してほしいという声も多くきかれることから、

こうした意見が多くみられた。 

アンケートについて言及した回答は 33 件あり、その多くはアンケートの実施により海洋政

策についての関心や理解が高まったとするものや、アンケート調査を通して海洋政策・海洋

基本計画の妥当性等を検証することの意義等、アンケートを実施する意義を評価したもの

であった。 

一方、内容や配布先等についての課題を指摘した意見もあった。複数の回答者から、本アン

ケート結果を今後の海洋政策にいかに反映するかが重要であるとの指摘があった。また、今

回は有識者等を対象としたアンケートであったが、啓蒙普及の観点から一般市民に対する

アンケートの実施をとする意見もあった。 

 

自由意見について、第 3 期海洋基本計画の 9 つの施策に関連したキーワードで出現数を確

認した結果、表 Q21 の通りとなった。出現数が多い単語は上位から順に「産業」が 49、「環

境」と「技術」が 28、「人材」が 26、「国民」が 24 であった。これより、海洋関連の各種産

業に関する課題や今後の発展への期待、環境対策や技術開発の必要性、人材育成や国民の理

解・関心を高めることの必要性、といった意見が多い傾向がみられた。 
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施策 キーワード 出現数 
1. 海洋の安全保障 安全保障 19 
2. 海洋の産業利用の促進 産業 49 
3. 海洋環境の維持・保全 環境* 28 
4. 海洋状況把握（MDA）の能力強化 海洋状況把握（MDA） 2 
5. 海洋調査及び海洋科学技術に関する研究開発

の推進等 

調査** 13 
科学*** 12 
技術 28 
研究開発 11 

6. 離島の保全等及び排他的経済水域等の開発等

の推進 

離島 6 
排他的経済水域（EEZ） 12 

7. 北極政策の推進 北極 2 
8. 国際的な連携の確保及び国際協力の推進 国際的な連携**** 6 

国際協力 5 
9. 海洋人材の育成と国民の理解の増進 人材 26 

国民 24 
 

 

 

 

 

 

 

  

* キーワード「環境」の出現数に、「わが国をとりまく環境」といった趣旨の回答は含まれない。 
** キーワード「調査」の出現数に、「アンケート調査」と言及した回答は含まれない。 
*** キーワードを「科学技術」とした場合の出現数は 1 であった。 
**** キーワード「国際的な連携」の出現数には「国際連携」の出現数 1 件を含む。 
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むすび 

 

海洋基本計画に関する関係者の意見等を把握するアンケートとしては、過去に、海洋基本法

および海洋基本計画と“沿岸域総合管理”に関するアンケートを 2015 年に実施した経緯が

ある。この時は、発送数 832、回答数 236、回答率 28.4%であった。2018 年に実施した今回

のアンケートは、発送数 717、回答数 183、回収率 25.5％であった。実施概要に若干の違い

があるが、前回は、“沿岸域総合管理”に焦点を当てたものであるのに対して、今回は基本

計画全体に関するものという、趣旨目的と設問設計の違いがあるものの、今回の回答数（率）

がやや低かった。 

さて、今回の発送先の階層区分は、回答率の高い順で、研究機関役職員（回答 31、31.0％）、

大学等教職員（同 43、28.3％）、民間企業役職員（同 43（27.7％）、団体役職員（同 41、26.6％）、

地方自治体職員（同 21、17.5％）、国会議員（同 4、11.1％）の 6 区分である。 

回答傾向からして、設問の前段での基本法・基本計画の認知度や読み込み度、5 年ごとの改

定に関する認知度等に関しては、年齢が高く、経験年数が多いほど高いのは当然の傾向と言

えよう。ところで、階層区分別で異なる回答傾向が表れたものや、特徴あるもの、注目され

る点としては次のものがあげられよう。 

第一に、海洋基本法の 12 の基本的施策（第 17 条～第 28 条）のなかでの重要度評価である

が、国会議員、研究機関役職員、団体役職員、民間企業役職員の第 1 位は「海洋資源の開発

及び利用の推進」であるのに対して、地方自治体職員と大学等教職員の第 1 位は「海洋環境

の保全等」となったという点があげられる。所属機関の属性をある程度反映したものと言え

よう。 

第二に、第 3 期海洋基本計画の全体構成が大幅に変更されたことについて、回答結果が特徴

あるものとなった。というのは、その認知度は全体の 7 割弱あるが、海洋基本法で、5 年ご

との見直しは、『政府は、海洋に関する情勢の変化を勘案し、及び海洋に関する施策の効果

に関する評価を踏まえ、』と規定されている点に関する設問の回答結果が、次のように分か

れたからである。 

すなわち、「情勢の変化も施策の効果に関する評価も踏まえている」と「情勢の変化は勘案

しているが施策の効果に関する評価は踏まえたものだとは思えない」が同程度であり、評価

が二分される結果となったのである。特に、大学等教職員の 7 割弱は「情勢の変化は勘案し

ているが、施策の効果に関する評価は踏まえたものだとは思えない」と回答している点は注

目される。 

『海洋に関する施策の効果に関する評価』がどのようになされてきたか、これからどのよう

になされていくのか、深堀りが必要のように思われる。第 3 期基本計画には PDCA サイク

ル導入が謳われているが、それがきちんと機能するメカニズムが構築できるかどうかを含

めて、その実施状況が今後、大いに注目されるところである。 

第三に、第 3 期計画が 12 の基本的施策から 9 項目へ構成が大幅に変更されている点につい
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てであるが、「非常に評価できる」と「評価できる」をあわせると、全体の 7 割強が「評価

できる」という結果となった点も特徴的である。「評価できる」とした理由として、海洋に

関する情勢の変化を踏まえて整理され、優先順位がつけられた結果と考えられること、関連

のある複数項目が統合されたこと、「海洋状況把握（MDA）」や「北極政策」など重点施策

が具体的になりわかりやすくなったこと、等が挙げられた。 

「あまり評価できない」と「全く評価できない」をあわせて 2 割強の回答でしかなかった

が、12 の基本的施策の章・節の建付けの変更については異論を述べる向きもあった。そう

した回答の中に、「海洋基本法との関係性が分かりにくい」との指摘があった。これの指摘

を敷衍すれば、基本計画の施策構成は基本法の規定に従わなくてよいのかどうか、という問

題提起とも解釈できる。これに対して、時代を反映した基本計画としたのは望ましいことだ

との肯定的見方が成立するであろう。他方、基本法の規定に沿った施策構成に従った上で新

機軸を打ち出すようにできなかったのだろうか、という疑問も成り立ちうる。こうした点に

関して、参与会議において、どこまで、どのような議論がなされたのか等についての検証が

なされれば、今後の海洋政策のあり方に関する議論に大いに参考になるであろう。 

第四に、参与会議への関係府省の積極的参画については、「評価できる」という回答が 7 割

強という結果となった。理由としては、施策の実施主体である関係府省が参画することは施

策の現実性と実行性を担保するためにも不可欠であること、縦割り行政にならないため有

用であること、などの指摘があった。これに対して、「評価できない」とする回答の理由と

して、助言機関と実施省庁とは独立した関係であるべきとの指摘があったことを付記して

おきたい。 

第五に、海洋に関連した他の基本計画の認知度についてであるが、科学技術基本計画、水産

基本計画、エネルギー基本計画、海洋エネルギー・鉱物資源開発計画、環境基本計画、生物

多様性国家戦略、海洋生物多様性保全戦略、宇宙基本計画、SDGs：持続可能な開発目標、

BBNJ：国家管轄権外区域の海洋生物多様性、の 10 の基本計画等について質問した結果、全

体平均は「よく知っている」が 18.8％、「少しは知っている」が 34.3％、「よく知らない」が

29.9％、「全く知らない」が 14.5％、無回答・無効回答が 2.5％と、少々分散した。 

「よく知っている」と「少しは知っている」を合計したものの認知度第 1 位は「SDGs 

：持続可能な開発目標」（67.2％）で、第 2 位「エネルギー基本計画」（65.6％）、第 3 位「環

境基本計画」（62.8％）、第 4 位「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」（61.2％）となり、い

ずれも 6 割以上である。他方、認知度が最も低いのは「宇宙基本計画」（33.3％）であった

が、海洋・宇宙連携の重要度からすると、いささか拍子抜けの感が否めない。 

第六に、自由記入については回答者の 7 割弱にあたる 119 名という非常に多くのコメント

が得られたことは特筆に値する。回答者の意識の高さの表れと言ってよいであろう。個々の

内容は別掲に譲るが、ぜひ、詳細に読んでいただきたい。 

最後に、今後のこの種の調査等に関する取組に関して、次のようなことが考えられてよいで

あろう。その一つは、いくつかの認知度に関する設問で地方自治体職員が他の属性よりやや
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低い結果となるものが見られたが、これは自治体職員が 2～3 年で異動となることに起因し

ていると思われるので、自治体の海洋担当者を対象とした、海洋政策に関する周知等を図る

ための方策（セミナー開催、リーフレット配布等）を検討する必要があろう。 

二つには、自由記入の中でアンケートの継続や対象の拡大等の意見も多くいただいた点に

ついてである。今後、継続的に、海洋基本計画に準じてその実施状況を政府が報告する「年

次報告（「海洋の状況及び海洋に関して講じた施策」）」に関するアンケート等を毎年実施す

ることや、一般市民を対象にした啓蒙普及の視点からの大規模アンケートを実施する等も

考えられる。 

さらに、このアンケート調査結果について、政府側や総合海洋政策本部参与に手交する等の

他にも、報告会を開催して関係者及び一般にも広く伝えていくことも検討されてよい。 

 

むすびに当たって、本アンケート調査の結果が、海洋関係コミュニティのあらゆる分野、階

層の方々に広く読まれ、内容を十分に消化し栄養分として吸収されることによって、第 3 期

海洋基本計画の着実な実施と、今後の我が国海洋政策に関する大局的な観点からの健全か

つ建設的な議論に向けて、大いなる一助となることを願ってやまない。 
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資料 6．ブルーエコノミーシンポジウム・ワークショップ関連資料 
 
① シンポジウム・ポスター 
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The Sasakawa Peace Foundation Bldg. 
1-15-16 Toranomon, Minato-ku, Tokyo 105-8524, Japan 
Phone: +81-3-5157-5210 Fax: +81-3-5157-5230 
E-mail: info@spf.or.jp URL: https://www.spf.org/ 

 
International Symposium  

Fostering Innovation and Developing Partnership for Blue Economy 
 

14:00 – 17:30 Tuesday, February 19th, 2019 
Keoni Auditorium, Imin International Conference Center at East-West Center, Honolulu, Hawaiʻi 

 
Program1 

 
14:00 Opening Session 
 

Welcome remarks 
Dr. Richard Vuylsteke, President, East-West Center 

 
Opening and Introductory remarks 
Dr. Atsushi Sunami, President, The Ocean Policy Research Institute of the Sasakawa Peace 
Foundation 

 
 Keynote address “Achieving a sustainable ocean – Endeavours of Hawaii and its leadership” 
 Senator J. Kalani English, Hawaii State Senate Majority Leader 
 
15:00 Ocean Dialogues “Sustainable oceans and livelihood in Pacific islands” 
 Panellists:   

Ms. Aulani Wilhelm, Senior Vice President, Center for Oceans, Conservation International 
 
Mr. Nainoa Thompson, President, Polynesian Voyaging Society 

 
15:45 Break 
 
16:00 Keynote lecture “Promoting renewable energy and multiple application of deepsea water for blue 

economy – the case of OTEC in Kona, Hawaii Island” 
Mr. Gregory P. Barbour, Executive Director, Natural Energy Laboratory of Hawaii Authority 
(NELHA) 

 
16:40 Policy dialogue “Risks and challenges to achieving a sustainable ocean and sustainable development 

in small islands in the Pacific” 
 
 Moderator:  

Dr. Alexander Mawyer, Associate Professor, The Center for Pacific Islands Studies, The University 
of Hawai'i at Manoa 

 
Mr. Masanori Kobayashi, Senior Research Fellow, Policy Research Department, Ocean Policy 
Research Institute of the Sasakawa Peace Foundation 

                                                        
1 Program may be changed subject to the schedule of speakers. 

② シンポジウム・プログラム
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 Panellists:  
 Mr. Percy B. Rechelluul, Acting Director, Bureau of Marine Resources, Department of Marine 

Resources, Republic of Palau 
  
 Ms. Rosalinda Yatilman, Project Manager, Department of Marine Resources, Federated States of 

Micronesia 
 
 Dr. Yimnang Golbuu, CEO, Palau International Coral Reef Center (PICRC) 
 
 Ms. Patricia Jack-Jossien, VDS Manager, Parties to the Nauru Agreement 
 
 Dr. Tamatoa Bambridge, Director for Research, National Center for Scientific Research (Centre 

national de la recherche scientifique) 
 
17:20 Closing remarks 
 Dr. Tarcisius Kabutaulaka, Director, Center for Pacific Islands Studies, University of Hawai‘i at 

Mānoa 
 
17:30 Adjournment 
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The Sasakawa Peace Foundation Bldg. 
1-15-16 Toranomon, Minato-ku, Tokyo 105-8524, Japan 
Phone: +81-3-5157-5210 Fax: +81-3-5157-5230 
E-mail: info@spf.or.jp URL: https://www.spf.org/ 

 
International Workshop  

Fostering Innovation and Developing Partnership for Blue Economy 
 

09:00 – 17:00 Wednesday and Thursday, February 20th – 21st 2019 
Asia Room, Imin International Conference Center at East-West Center, Honolulu, Hawaiʻi 

 
Wednesday Feb. 20th 
09:00 Opening Session 
 

Welcome remarks 
Dr. Alexander Mawyer, Associate Professor, The Center for Pacific Islands Studies, The University 
of Hawai'i at Manoa 
 
Introductory presentation 
“Enabling conditions and success factors for promoting blue economy” 
Mr. Masanori Kobayashi, Senior Research Fellow, Ocean Policy Research Institute of the Sasakawa 
Peace Foundation 
 

09:30 Session 1 “Marine and coastal environmental changes and sustainable natural resource management” 
 
 “Palau efforts in addressing the challenges in developing its blue economy” 

Dr. Yimnang Golbuu CEO, Palau International Coral Reef Center (PICRC) 
 

“Partnership Between Academic Researchers, 7-12 Grade Educators, and Local non-Profit 
Restoration Groups To Support Traditional Hawaiian Coastal Fishpond Resilience and Monitoring 
Efforts”  
Dr. Brian Glazer, Associate Professor Department of Oceanography, University of Hawai‘i at Mānoa 

 
10:45 Break 
 
11:00 Session 2 “Marine ecosystem conservation and restoration” 

“Coral farming and transplantation in changing marine environment in Pohnpei” 
Mr. Simon Ellis, Executive Director, Marine and Environmental Research Institute of Pacific, 
Federated States of Micronesia 

 
“Multiple benefit of blue carbon in promoting blue economy and reinforcing resilience in coastal 
communities” 
Dr. Atsushi Watanabe, Senior Research Fellow, Ocean Policy Research Institute of the Sasakawa 
Peace Foundation 

 
12:00 Lunch break 
 
13:15 Session 3 “Sustainable fishery and aquaculture in Pacific islands”  

 
 “Micronesia Fisheries Monitoring Network: science-to-management supporting economic and food 

③ ワークショップ・プログラム
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security” 
 Dr. Javier Cuetos-Bueno, Assistant Professor, Marine Laboratory, Research Affiliate of University of 
Guam, 

  
 “Pacific islands’ strategies for promoting sustainable fishery through Vessel Days Scheme under the 

Nauru Agreement” 
 Ms. Patricia Jack-Jossien, VDS Manager, Parties to the Nauru Agreement 
 
 “Giant clam farming – history, potential and challenges in Palau” 

Mr. Percy Rechelluul, Senior Fisheries Technician, Bureau of Marine Resources, Republic of Palau 
 
 "Working with, not against, coral-reef fisheries"  

Dr. Chuck Birkeland, Unit Leader Emeritus, Hawaii Cooperative Fisheries Research Unit, 
Department of Biology, University of Hawaiʻi at Mānoa   
 
“A Value Chain Analysis of Palau's Nearshore and Offshore Fisheries” 
Dr. Rachel Dacks, Post-doctoral fellow, University of Hawaiʻi at Mānoa Department of Botany 

 
14:45 Break 
 
15:00 Session 4 “Marine and coastal environmental management through ridge to reef and protected areas” 
 
 “Ridge to reef in Chuk, the Federated State of Micronesia – opportunities and challenges” 
 Ms. Kriskitina Kanemoto, Chuuk State Coordinator, Ridge to Reef Project, Department of Marine 

Resources, Federated States of Micronesia  
 

“Protected Area Network Act in the Republic of Marshall Islands – progress and future tasks” 
Mr. Donald Hess, Marshall Islands Conservation Society, Coastal Management Advisory Council 
Republic of Marshall Islands  
 

16:15 Break 
 
 “Stakeholders responses to the concept of creating a large scale marine protected area in the sea areas 

adjacent to French Polynesia”  
Dr. Tamatoa Bambridge, Director for Research, National Center for Scientific Research (Centre 
national de la recherche scientifique) 

 
 “Māʻila ke Kai - Restoring community near shore fisheries management based on ancestral values 

and practices of fishing in Hawaiʻi” 
 
 Dr. Mehana Blaich Vaughan, Assistant Professor, Department of Natural Resources and 

Environmental Management, Sea Grant College Program and Hui ʻĀina Momona, University of 
Hawaiʻi at Mānoa 

  
17:15 Wrap-up of the day 
 
17:30 Adjournment 
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Thursday Feb. 21st  
9:00 Continuation of Session 3 

“Foreshores, Nearshores and Other Bluegrey Frontiers” 
  Dr. Alexander Mawyer, Associate Professor, The Center for Pacific Islands Studies, The University 

of Hawai'i at Manoa 
 

“Natural resource management and livelihoods in Micronesia and Melanesia” 
Ms. Aya Mizumura, Policy Advisor for Asia Pacific, The Nature Conservancy Asia Pacific Resource 
Centre 

 
Session 4 “Sustainable maritime transport, disaster risk reduction and resilience development” 
 “The Micronesian Center for Sustainable Transport - a low carbon future for shipping in the Pacific “ 

Dr. Irene Taafaki, Campus Director, Marshall Islands Campus, University of South Pacific 
 
“Financing rehabilitation and resilience development – case studies of a blue bond in Fiji” 
Mr. Hajime Tanaka, Researcher Fellow, Ocean Policy Research Institute of the Sasakawa Peace 
Foundation 

 
Session 5 “Science – Policy interface and capacity development for blue economy” 

“Building Coastal and Community Resilience across the Hawaiian Islands   
Ms. Kim Hum, Director, Marine Program, The Nature Conservancy – Hawaii Office 
 
“Island Earth: Collective Intelligence for Ocean Innovation in the Pacific Transect”  
Neil Davies. Director, Gump South Pacific Research Station, University of California; Senior Fellow, 
Berkeley Institute for Data Science.  

 
10:45 Break 
 
11:00 Wrap-up Session “Regional agenda for promoting blue economy” 
 Discussions - Empirical lessons and future perspectives 
 
11:30 Informal consultation 
 
12:00  Lunch break 
 
13:15 Field visit 
  
 Visit to Kaneohe Bay to learn a project achievement for coral and marine environment improvement 

and tourism promotion 
 The details will be provided separately.  
 
18:00 Return to Honolulu 
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